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業務規程の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（売買立会の区分及び売買立会時） （売買立会の区分及び売買立会時） 

第２条 当取引所の売買立会は、午前立会及び午

後立会に分かち、各売買立会時は、次の各号に
掲げる有価証券の区分に従い、当該各号に定め

るところによる。 

第２条 当取引所の売買立会は、午前立会及び午

後立会に分かち、各売買立会時は、次の各号に
掲げる有価証券の区分に従い、当該各号に定め

るところによる。 

（１） 株券（新株予約権証券、出資証券（法
第２条第１項第６号に掲げる有価証券をい

う。以下同じ。）、優先出資証券（協同組織

金融機関の発行する優先出資証券をいう。以
下同じ。）、投資信託受益証券（投資信託の

受益証券をいう。以下同じ。）、外国投資信

託受益証券（外国投資信託の受益証券をい

う。以下同じ。）、投資証券、新投資口予約
権証券、外国投資証券、外国株預託証券（外

国法人の発行する株券に係る権利を表示する

預託証券をいう。以下同じ。）、受益証券発
行信託の受益証券（内国商品信託受益証券

（特定の商品（商品先物取引法（昭和２５年

法律第２３９号）第２条第１項に規定する商
品をいう。）の価格に連動することを目的と

して、主として当該特定の商品をその信託財

産とする受益証券発行信託の受益証券をい

う。以下同じ。）又は外国証券信託受益証券
（受益証券発行信託の受益証券のうち、外国

法人の発行する株券、ＥＴＮ（内国法人が外

国で発行する有価証券のうち法第２条第１項
第５号に掲げる有価証券又は外国法人が外国

で発行する有価証券のうち同項第５号に掲げ

る有価証券の性質を有するものであって、当
該有価証券の償還価額が特定の指標（金融商

品市場における相場その他の指標をいう。以

下同じ。）に連動することを目的とするもの
をいう。以下同じ。）、外国投資信託受益証

券、外国投資証券又は外国受益証券発行信託

の受益証券（外国法人の発行する証券又は証

書で受益証券発行信託の受益証券の性質を有
するものをいう。以下同じ。）を信託財産と

するものをいう。以下同じ。）に限る。以下

同じ。）及び外国受益証券発行信託の受益証
券を含む。第９条第１項、第６６条（第１４

号を除く。）及び第６７条を除き以下同

じ。）（次号に掲げるものを除く。） 
午前立会は、午前９時から１１時３０分ま

でとし、午後立会は、午後０時３０分から３

時３０分までとする。ただし、午後３時２５

（１） 株券（新株予約権証券、出資証券（法
第２条第１項第６号に掲げる有価証券をい

う。以下同じ。）、優先出資証券（協同組織

金融機関の発行する優先出資証券をいう。以
下同じ。）、投資信託受益証券（投資信託の

受益証券をいう。以下同じ。）、外国投資信

託受益証券（外国投資信託の受益証券をい

う。以下同じ。）、投資証券、新投資口予約
権証券、外国投資証券、外国株預託証券（外

国法人の発行する株券に係る権利を表示する

預託証券をいう。以下同じ。）、受益証券発
行信託の受益証券（内国商品信託受益証券

（特定の商品（商品先物取引法（昭和２５年

法律第２３９号）第２条第１項に規定する商
品をいう。）の価格に連動することを目的と

して、主として当該特定の商品をその信託財

産とする受益証券発行信託の受益証券をい

う。以下同じ。）又は外国証券信託受益証券
（受益証券発行信託の受益証券のうち、外国

法人の発行する株券、ＥＴＮ（内国法人が外

国で発行する有価証券のうち法第２条第１項
第５号に掲げる有価証券又は外国法人が外国

で発行する有価証券のうち同項第５号に掲げ

る有価証券の性質を有するものであって、当
該有価証券の償還価額が特定の指標（金融商

品市場における相場その他の指標をいう。以

下同じ。）に連動することを目的とするもの
をいう。以下同じ。）、外国投資信託受益証

券、外国投資証券又は外国受益証券発行信託

の受益証券（外国法人の発行する証券又は証

書で受益証券発行信託の受益証券の性質を有
するものをいう。以下同じ。）を信託財産と

するものをいう。以下同じ。）に限る。以下

同じ。）及び外国受益証券発行信託の受益証
券を含む。第９条第１項、第６６条（第１４

号を除く。）及び第６７条を除き以下同

じ。）（次号に掲げるものを除く。） 
午前立会は、午前９時から１１時３０分ま

でとし、午後立会は、午後０時３０分から３

時３０分までとする。ただし、午後３時２５
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分から３時３０分まではクロージング・オー

クションとし、午後３時２９分３０秒から３
時３０分までの間において、当取引所が無作

為に決定する時刻に売買を成立させる。 

分から３時３０分まではクロージング・オー

クションとし、午後３時３０分に売買を成立
させる。 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

（４） 転換社債型新株予約権付社債券及び交
換社債券 

  午前立会は、午前９時から１１時３０分ま

でとし、午後立会は、午後０時３０分から３
時３０分までとする。ただし、売買成立可能

な最終時刻は、午後３時２９分３０秒から３

時３０分までの間において、当取引所が無作
為に決定する。 

（４） 転換社債型新株予約権付社債券及び交
換社債券 

  午前立会は、午前９時から１１時３０分ま

でとし、午後立会は、午後０時３０分から３
時３０分までとする。 

２ （略） ２ （略） 

  

（呼値） （呼値） 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 呼値の単位は、次の各号に定めるところによ
る。 

３ 呼値の単位は、次の各号に定めるところによ
る。 

（１） 株券（出資証券、優先出資証券、投資

信託受益証券、外国投資信託受益証券、投資
証券、新投資口予約権証券、外国投資証券、

外国株預託証券、受益証券発行信託の受益証

券及び外国受益証券発行信託の受益証券を除
く。） 

  次のａからｄまでに掲げる区分に従い、当

該ａからｄまでに定めるところによる。ただ
し、直近評価期間におけるスプレッド・ト

ゥ・ティック・レシオ（立会時間中（当取引

所が算出上適当でないと認める期間を除

く。）における最良売気配値段と最良買気配
値段との差を、適用される呼値の単位で除し

て得られる数値を時間加重平均した値をい

う。以下この号において同じ。）が算出でき
ない又は算出可能な期間が十分に確保できな

いと当取引所が認めるものその他当取引所が

必要があると認めて特に指定したものは、当
該ａからｄまでに定める呼値の単位のうち当

取引所が適当と認めるものを適用する。 

ａ 当取引所が定める直近評価期間における

スプレッド・トゥ・ティック・レシオの中
央値が次の（ａ）又は（ｂ）のいずれかに

該当するもの（ｄに掲げるものを除く。） 

（ａ） ５．０以下（直近評価期間におい
て次のｂ及びｃの呼値の単位を適用して

いるものを除く。） 

（１） 株券（出資証券、優先出資証券、投資

信託受益証券、外国投資信託受益証券、投資
証券、新投資口予約権証券、外国投資証券、

外国株預託証券、受益証券発行信託の受益証

券及び外国受益証券発行信託の受益証券を除
く。） 

  次のａ及びｂに掲げる株券の区分に従い、

当該ａ及びｂに定めるところによる。ただ
し、当取引所が呼値の単位を引き下げる必要

があると認めて特に指定したものは、当該呼

値の単位を下回る呼値の単位とする。 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

ａ 株券（次のｂに掲げるものを除く。） 

１株（新株予約権証券については、新株
予約権１個を、１株とする。以下同じ。）

につき、当該１株の値段が、３，０００円

以下の場合は１円、３，０００円を超え
５，０００円以下の場合は５円、５，００

０円を超え３万円以下の場合は１０円、３
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（ｂ） １．５未満（直近評価期間におい

て次のｂの呼値の単位を適用しているも
のに限る。） 

１株（新株予約権証券については、新

株予約権１個を、１株とする。以下同

じ。）につき、当該１株の値段が、１，
０００円以下の場合は１０銭、１，００

０円を超え２，０００円以下の場合は２

０銭、２，０００円を超え５，０００円
以下の場合は５０銭、５，０００円を超

え１万円以下の場合は１円、１万円を超

え２万円以下の場合は２円、２万円を超
え５万円以下の場合は５円、５万円を超

え１０万円以下の場合は１０円、１０万

円を超え２０万円以下の場合は２０円、
２０万円を超え５０万円以下の場合は５

０円、５０万円を超え１００万円以下の

場合は１００円、１００万円を超え２０

０万円以下の場合は２００円、２００万
円を超え５００万円以下の場合は５００

円、５００万円を超え１，０００万円以

下の場合は１，０００円、１，０００万
円を超え２，０００万円以下の場合は

２，０００円、２，０００万円を超え

５，０００万円以下の場合は５，０００
円、５，０００万円を超える場合は 1万

円とする。 

ｂ 当取引所が定める直近評価期間における
スプレッド・トゥ・ティック・レシオの中

央値が次の（ａ）から（ｃ）までのいずれ

かに該当するもの（ｄに掲げるものを除

く。） 
（ａ） ５．０超（直近評価期間において

前ａの呼値の単位を適用しているものに

限る。） 
（ｂ） １．５以上５．０以下（直近評価

期間において前 a及び次のｃの呼値の単

位を適用しているものを除く。） 
（ｃ） １．５未満（直近評価期間におい

て次のｃの呼値の単位を適用しているも

のに限る。） 

１株につき、当該１株の値段が、１，
０００円以下の場合は１０銭、１，００

０円を超え２，０００円以下の場合は５

０銭、２，０００円を超え５，０００円
以下の場合は１円、５，０００円を超え

１万円以下の場合は２円、１万円を超え

２万円以下の場合は５円、２万円を超え
５万円以下の場合は１０円、５万円を超

万円を超え５万円以下の場合は５０円、５

万円を超え３０万円以下の場合は１００
円、３０万円を超え５０万円以下の場合は

５００円、５０万円を超え３００万円以下

の場合は１，０００円、３００万円を超え

５００万円以下の場合は５，０００円、５
００万円を超え３，０００万円以下の場合

は１万円、３，０００万円を超え５，００

０万円以下の場合は５万円、５，０００万
円を超える場合は１０万円とする。 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

ｂ ＴＯＰＩＸ５００（株式会社ＪＰＸ総研
（以下「ＪＰＸ総研」という。）が選定し

た５００銘柄を対象とする浮動株時価総額

方式の株価指数であって、ＪＰＸ総研が算

出するものをいう。）を構成する株券（発
行日決済取引に係るもの及び売買単位当た

りの価格が円位未満の端数を含む価格とな

るものを除く。） 
１株につき、当該１株の値段が、１，０

００円以下の場合は１０銭、１，０００円

を超え３，０００円以下の場合は５０銭、
３，０００円を超え１万円以下の場合は１

円、１万円を超え３万円以下の場合は５

円、３万円を超え１０万円以下の場合は１

０円、１０万円を超え３０万円以下の場合
は５０円、３０万円を超え１００万円以下

の場合は１００円、１００万円を超え３０

０万円以下の場合は５００円、３００万円
を超え１，０００万円以下の場合は１，０

００円、１，０００万円を超え３，０００

万円以下の場合は５，０００円、３，００
０万円を超える場合は１万円とする。 
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え１０万円以下の場合は２０円、１０万

円を超え２０万円以下の場合は５０円、
２０万円を超え５０万円以下の場合は１

００円、５０万円を超え１００万円以下

の場合は２００円、１００万円を超え２

００万円以下の場合は５００円、２００
万円を超え５００万円以下の場合は１，

０００円、５００万円を超え１，０００

万円以下の場合は２，０００円、１，０
００万円を超え２，０００万円以下の場

合は５，０００円、２，０００万円を超

え５，０００万円以下の場合は１万円、
５，０００万円を超える場合は２万円と

する。 

ｃ 当取引所が定める直近評価期間における
スプレッド・トゥ・ティック・レシオの中

央値が次の（ａ）又は（ｂ）のいずれかに

該当するもの（次のｄに掲げるものを除

く。） 
（ａ） ５．０超（直近評価期間において

前ｂの呼値の単位を適用しているものに

限る。） 
（ｂ） １．５以上（直近評価期間におい

てａ又は前ｂの呼値の単位を適用してい

るものを除く。） 
１株につき、当該１株の値段が、１０

０円以下の場合は１０銭、１００円を超

え５００円以下の場合は５０銭、５００
円を超え１，０００円以下の場合は１

円、１，０００円を超え２，０００円以

下の場合は２円、２，０００円を超え

５，０００円以下の場合は５円、５，０
００円を超え１万円以下の場合は１０

円、１万円を超え２万円以下の場合は２

０円、２万円を超え５万円以下の場合は
５０円、５万円を超え１０万円以下の場

合は１００円、１０万円を超え２０万円

以下の場合は２００円、２０万円を超え
５０万円以下の場合は５００円、５０万

円を超え１００万円以下の場合は１，０

００円、１００万円を超え２００万円以

下の場合は２，０００円、２００万円を
超え５００万円以下の場合は５，０００

円、５００万円を超え１，０００万円以

下の場合は１万円、１，０００万円を超
え２，０００万円以下の場合は２万円、

２，０００万円を超え５，０００万円以

下の場合は５万円、５，０００万円を超
える場合は１０万円とする。 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

（新設） 
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ｄ 円滑に決済を行うために売買単位当たり

の価格が円位以上を維持する必要があると
当取引所が認めるもの 

 １株につき、当該１株の値段が、１万円以

下の場合は１円、１万円を超え２万円以下の

場合は２円、２万円を超え５万円以下の場合
は５円、５万円を超え１０万円以下の場合は

１０円、１０万円を超え２０万円以下の場合

は２０円、２０万円を超え５０万円以下の場
合は５０円、５０万円を超え１００万円以下

の場合は１００円、１００万円を超え２００

万円以下の場合は２００円、２００万円を超
え５００万円以下の場合は５００円、５００

万円を超え１，０００万円以下の場合は１，

０００円、１，０００万円を超え２，０００
万円以下の場合は２，０００円、２，０００

万円を超え５，０００万円以下の場合は５，

０００円、５，０００万円を超える場合は 1

万円とする。 

（新設） 

 

（２） 出資証券、優先出資証券、投資信託受

益証券、外国投資信託受益証券、投資証券、

新投資口予約権証券及び外国投資証券（投資
信託受益証券、外国投資信託受益証券及び外

国投資証券については次号に掲げるものを除

く。以下この号において同じ。） 
  前号の規定（新株予約権証券に係る部分を

除く。）は、出資証券、優先出資証券、投資

信託受益証券、外国投資信託受益証券、投資
証券、新投資口予約権証券及び外国投資証券

について準用する。この場合において、「１

株」とあるのは、「１口（新投資口予約権証

券にあっては、新投資口予約権１個を１口と
する。）」と読み替えるものとする。 

（２） 出資証券、優先出資証券、投資信託受

益証券、外国投資信託受益証券、投資証券、

新投資口予約権証券及び外国投資証券（投資
信託受益証券、外国投資信託受益証券及び外

国投資証券については次号に掲げるものを除

く。以下この号において同じ。） 
  前号ａの規定（新株予約権証券に係る部分

を除く。）は、出資証券、優先出資証券、投

資信託受益証券、外国投資信託受益証券、投
資証券、新投資口予約権証券及び外国投資証

券について準用する。この場合において、

「１株」とあるのは、「１口（新投資口予約

権証券にあっては、新投資口予約権１個を１
口とする。）」と読み替えるものとする。 

（２）の２ 投資信託受益証券（有価証券等投

資信託受益証券に限る。以下この号において
同じ。）、外国投資信託受益証券、外国投資

証券、受益証券発行信託の受益証券及び外国

受益証券発行信託の受益証券（外国投資信託
受益証券及び外国投資証券については当取引

所がその都度指定する銘柄を除く。以下この

号において同じ。） 

  次のａ及びｂに掲げる区分に従い、当該ａ
及びｂに定めるところによる。 

ａ 投資信託受益証券、外国投資信託受益証

券、外国投資証券、受益証券発行信託の受
益証券及び外国受益証券発行信託の受益証

券（次のｂに掲げるものを除く。） 

１口（投資法人債券に類する外国投資証
券にあっては、１証券を１口とする。）に

（２）の２ 投資信託受益証券（有価証券等投

資信託受益証券に限る。以下この号において
同じ。）、外国投資信託受益証券、外国投資

証券、受益証券発行信託の受益証券及び外国

受益証券発行信託の受益証券（外国投資信託
受益証券及び外国投資証券については当取引

所がその都度指定する銘柄を除く。以下この

号において同じ。） 

次のａ及びｂに掲げる区分に従い、当該ａ
及びｂに定めるところによる。 

ａ 投資信託受益証券、外国投資信託受益証

券、外国投資証券、受益証券発行信託の受
益証券及び外国受益証券発行信託の受益証

券（次のｂに掲げるものを除く。） 

１口（投資法人債券に類する外国投資証
券にあっては、１証券を１口とする。）に
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つき、当該１口の値段が、１万円以下の場

合は１円、１万円を超え２万円以下の場合
は２円、２万円を超え５万円以下の場合は

５円、５万円を超え１０万円以下の場合は

１０円、１０万円を超え２０万円以下の場

合は２０円、２０万円を超え５０万円以下
の場合は５０円、５０万円を超え１００万

円以下の場合は１００円、１００万円を超

え２００万円以下の場合は２００円、２０
０万円を超え５００万円以下の場合は５０

０円、５００万円を超え１，０００万円以

下の場合は１，０００円、１，０００万円
を超え２，０００万円以下の場合は２，０

００円、２，０００万円を超え５，０００

万円以下の場合は５，０００円、５，００
０万円を超える場合は 1万円とする。 

ｂ 投資信託受益証券、外国投資信託受益証

券、外国投資証券、受益証券発行信託の受

益証券及び外国受益証券発行信託の受益証
券（円滑に決済を行うために売買単位当た

りの価格が円位以上を維持することができ

ると当取引所が認めるものに限る。以下こ
のｂにおいて同じ。） 

１口（投資法人債券に類する外国投資証

券にあっては、１証券を１口とする。）に
つき、当該１口の値段が、１，０００円以

下の場合は１０銭、１，０００円を超え

２，０００円以下の場合は２０銭、２，０
００円を超え５，０００円以下の場合は５

０銭、５，０００円を超え１万円以下の場

合は１円、１万円を超え２万円以下の場合

は２円、２万円を超え５万円以下の場合は
５円、５万円を超え１０万円以下の場合は

１０円、１０万円を超え２０万円以下の場

合は２０円、２０万円を超え５０万円以下
の場合は５０円、５０万円を超え１００万

円以下の場合は１００円、１００万円を超

え２００万円以下の場合は２００円、２０
０万円を超え５００万円以下の場合は５０

０円、５００万円を超え１，０００万円以

下の場合は１，０００円、１，０００万円

を超え２，０００万円以下の場合は２，０
００円、２，０００万円を超え５，０００

万円以下の場合は５，０００円、５，００

０万円を超える場合は 1万円とする。 

つき、当該１口の値段が、１万円以下の場

合は１円、１万円を超え３万円以下の場合
は５円、３万円を超え１０万円以下の場合

は１０円、１０万円を超え３０万円以下の

場合は５０円、３０万円を超え１００万円

以下の場合は１００円、１００万円を超え
３００万円以下の場合は５００円、３００

万円を超え１，０００万円以下の場合は

１，０００円、１，０００万円を超え３，
０００万円以下の場合は５，０００円、

３，０００万円を超える場合は１万円とす

る。 
 

 

 
 

ｂ 投資信託受益証券、外国投資信託受益証

券、外国投資証券、受益証券発行信託の受

益証券及び外国受益証券発行信託の受益証
券（円滑に決済を行うために売買単位当た

りの価格が円位以上を維持することができ

ると当取引所が認めるものに限る。以下こ
のｂにおいて同じ。） 

１口（投資法人債券に類する外国投資証

券にあっては、１証券を１口とする。）に
つき、当該１口の値段が、１，０００円以

下の場合は１０銭、１，０００円を超え

３，０００円以下の場合は５０銭、３，０
００円を超え１万円以下の場合は１円、１

万円を超え３万円以下の場合は５円、３万

円を超え１０万円以下の場合は１０円、１

０万円を超え３０万円以下の場合は５０
円、３０万円を超え１００万円以下の場合

は１００円、１００万円を超え３００万円

以下の場合は５００円、３００万円を超え
１，０００万円以下の場合は１，０００

円、１，０００万円を超え３，０００万円

以下の場合は５，０００円、３，０００万
円を超える場合は１万円とする。 

（３） 外国株預託証券 

第１号の規定（新株予約権証券に係る部分

を除く。）は、外国株預託証券について準用

（３） 外国株預託証券 

第１号ａの規定（新株予約権証券に係る部

分を除く。）は、外国株預託証券について準
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する。この場合において、「１株」とあるの

は、「１証券」と読み替えるものとする。 

用する。この場合において、「１株」とある

のは、「１証券」と読み替えるものとする。 

（４）・（５）（略） （４）・（５）（略） 

４～８（略） ４～８（略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和９年３月１日から施行

する。 
２ 前項の規定にかかわらず、第２条第１項第１

号及び第４号の改正規定は、令和９年１０月１

２日から施行する。ただし、売買システムの稼
働に支障が生じた場合その他やむを得ない事由

により、同日から施行することが適当でないと

当取引所が認める場合には、同日以後の当取引
所が定める日から施行する。 

３ 改正後の第１４条第３項第１号、第２号及び

第３号の規定にかかわらず、令和９年３月１日

（以下「施行日」という。）において、施行日
の前日に現に上場されている株券（出資証券、

優先出資証券、投資信託受益証券、外国投資信

託受益証券、投資証券、新投資口予約権証券、
外国投資証券、外国株預託証券、受益証券発行

信託の受益証券及び外国受益証券発行信託の受

益証券を除く。）、出資証券、優先出資証券、
投資信託受益証券、外国投資信託受益証券、投

資証券、新投資口予約権証券及び外国投資証券

（投資信託受益証券、外国投資信託受益証券及
び外国投資証券については同項第２号の２に掲

げるものを除く。）並びに外国株預託証券に適

用する呼値の単位については、当取引所が定め

るところによる。 
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取引参加料金等に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

別表第３ 別表第３ 

アクセス料の額 アクセス料の額 

アクセス料の額（月額）は、次の各号に掲げる
売買の区分に従い、当該各号に定める額の合計額

とする。 

アクセス料の額（月額）は、次の各号に掲げる
売買の区分に従い、当該各号に定める額の合計額

とする。 

（１） 売買立会による売買 
 各取引参加者の売買立会による売買に係

る月間の注文（訂正及び取消注文を含む。以

下同じ。）の件数について 

（１） 売買立会による売買 
 各取引参加者の売買立会による売買に係

る月間の注文（訂正及び取消注文を含む。以

下同じ。）の件数について 

注文の件数 金額 

１００万件以下の注文

件数につき 

２０万円に１件

あたり１．７０
０円を加えた額 

１００万件を超え３０
０万件以下の注文件数

につき 

１件あたり０．
９００円 

３００万件を超え５０
０万件以下の注文件数

につき 

１件あたり０．
４５０円 

５００万件を超え１，
０００万件以下の注文

件数につき 

１件あたり０．
２５０円 

１，０００万件を超え
３，０００万件以下の

注文件数につき 

１件あたり０．
１２０円 

３，０００万件を超え

５，０００万件以下の

注文件数につき 

１件あたり０．

０８０円 

５，０００万件を超え

１０，０００万件以下

の注文件数につき 

１件あたり０．

０７０円 

１０，０００万件を超

える注文件数につき 

１件あたり０．

０５５円 
 

注文の件数 金額 

１００万件以下の注文

件数につき 

２０万円に１件

あたり２．７０
０円を加えた額 

１００万件を超え３０
０万件以下の注文件数

につき 

１件あたり１．
３００円 

３００万件を超え５０
０万件以下の注文件数

につき 

１件あたり０．
６００円 

５００万件を超え１，
０００万件以下の注文

件数につき 

１件あたり０．
３５０円 

１，０００万件を超え
３，０００万件以下の

注文件数につき 

１件あたり０．
１５０円 

３，０００万件を超え

５，０００万件以下の

注文件数につき 

１件あたり０．

０９０円 

５，０００万件を超え

１０，０００万件以下

の注文件数につき 

１件あたり０．

０７５円 

１０，０００万件を超

える注文件数につき 

１件あたり０．

０７０円 
 

（２） （略） （２） （略） 

  

  

付  則  

この改正規定は、令和９年３月１日から施行

し、同年４月２０日に納入される取引参加料金か

ら適用する。 

 

  

 


